
＜様式１＞

6 月 1 日

国土交通大臣　　殿

※）

平成　28年

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動

02-0684-0493

代表者電話番号

直近採択グループ番号

地域型住宅グリーン化事業　適用申請書

本申請書の内容により、地域型住宅グリーン化事業の適用を申請します。
この申請書及び添付資料に記載の事項は、事実に相違ありません。

地域型住宅の名称 ぎふの杉を使う小さな家

グループの名称

事務局担当者名

岐阜県岐阜市長良東1-29

0582965622

事務局郵便番号

代表者構成員番号

（グループ代表者）

代表者名

事務局所在地

0582965621

ohashi@hls.co.jp

事務局電話番号

事務局FAX

事務局担当者E-mail

大橋　義彦 印

代表者印

代表者所属先

代表者所在地

Ⅷ-1

（グループ事務局）

事務局事業者名

日付以外は、様式2-1からリンクする為、入力は必要はありません。

502-0082

事務局構成員番号

【平成２８年度】

住生活空間株式会社

Ⅴ-1,Ⅵ-1

東京都新宿区西新宿3-2-26立花新宿ビル8階

0369110288

住生活空間株式会社

釜田　卓



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須） 02-0684-0493

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 2012 年

６．グループ代表者名（必須）

７．グループ代表者の所属先（必須）

８．グループ代表者の構成員番号（必須）

９．グループ代表者所在地（必須）

１０．グループ代表者電話番号（必須）

１１．グループ事務局事業者名（必須）

１２．グループ事務局の構成員番号（必須）

１３．グループ事務局担当者名（必須）

１４．グループ事務局郵便番号（必須）

１５．グループ事務局所在地（必須）

１６．グループ事務局電話番号（必須）

１７．グループ事務局FAX番号（必須）

１８．グループ事務局担当者E-mail（必須）

Ⅰ．原木供給 5

Ⅱ．製材・集成材製造・合板製造 7

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く) 7

Ⅳ．プレカット 7

Ⅴ．設計 4

Ⅵ．施工 6

Ⅶ．木材を扱わない流通 1

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種 2

番号記入欄

全国 ③

国外 ③

国外 ②

全国 ②

全国 ②

全国 ②

岐阜県 ①

岐阜県 ①

 Ａ．使用する地域材に関する事項　（必須）

ohashi@hls.co.jp

     PEFC認証制度を利用する

     FIPC認証制度を利用する

地域材の産地

ぎふの杉を使う小さな家

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動

岐阜県全域、愛知県

釜田　卓

※西暦。半角で入力してください。

国外

岐阜県岐阜市長良東1-29

国内

住生活空間株式会社 ※事務局事業者名は略さず正式名で入力してください。

国内ぎふ証明材

※ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

0582965621

     FSC認証制度を利用する

     SGEC認証制度を利用する

ぎふ証明材推進制度

     合法木材証明制度を利用する

国内

国内

対象となる地域材の名称

国内

※ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

住生活空間株式会社

認証制度等の名称
※以下該当の①、②、③の番号を番号 記入欄に
　　記入してください。
　 ①都道府県の産地認証制度等によるもの
　 ②民間の第三者機関による認証制度
　　　(FSC、PEFC、SGEC等)
　 ③林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持
       続可能性のためのガイドライン(平成18年2月)
       に基づき合法性が証明されるもの

Ⅴ-1,Ⅵ-1

東京都新宿区西新宿3-2-26立花新宿ビル8階

Ⅷ-1

大橋　義彦

国内・国外

0369110288 ※ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

※過去に地域型グリーン化事業、ブランド化事業で採択を受けたグループは入力してください。半角で入力してください。●●-●●●●-●●●●

          

※代表者の所属先は略さず正式名で入力してください。

502-0082 ※郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

0582965622

国内

（構成員数）   ※様式２－２の各シートからリンクする為、入力は必要ありません。

国外

ぎふ性能表示材

     合法木材証明制度を利用する

岐阜性能表示材推進制度



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須） 02-0684-0493

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 2012 年

ぎふの杉を使う小さな家

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動

岐阜県全域、愛知県

※西暦。半角で入力してください。

※過去に地域型グリーン化事業、ブランド化事業で採択を受けたグループは入力してください。半角で入力してください。●●-●●●●-●●●●

5 戸

5 戸

0 戸

5 戸

3 戸

2 戸

0 戸

0 戸

0 戸

1 戸

1 戸

0 戸

5 戸

5 戸

0 戸

5 戸

3 戸

2 戸

5 戸

5 戸

0 戸

5 戸

3 戸

2 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 戸

0 棟

0 ㎡

0 棟

0 ㎡

D．当提案が採択された場合の各住宅事業者に
　　おける補助対象戸数の配分ルール（必須）

採択戸数 1 戸 交付申請戸数 1 戸 1 戸

採択戸数 0 戸 交付申請戸数 0 戸 0 戸

採択戸数 0 戸 交付申請戸数 0 戸 0 戸

採択棟数 0 棟 交付申請棟数 0 棟 0 戸

採択床面積 0 ㎡ 交付申請床面積 0 ㎡ 0 ㎡

長寿命型（長期優良住宅）
未経験工務店による申請戸数

受注の先着順で割り振りを行う。（顧客印のある契約書・申込書・その他左記に準ずる書類で確認。）
補助金の残棟数については随時割当が発生するたびにFAX等で各社に通知する。

高度省エネ型
（認定低炭素住宅）の申請戸数

長寿命型（長期優良住宅）
経験工務店による申請戸数

申請が確実（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

高度省エネ型
（性能向上計画認定住宅）の
申請戸数

C．平成２８年度における補助対象の優良建築物
　　の申請要望棟数及び床面積（必須）

高度省エネ型
（ゼロ・エネルギー）の申請戸数

優良建築物の申請棟数

申請が確実 

高度省エネ型（認定低炭素住宅）

申請が未確定（上限100万円）

※　E．平成２７年度の執行状況については、平成２７年度地域型グリーン化事業採択グループのみ入力してください。

※　（必須）と記載してあるところは、必ず入力してください。それ以外の項目は、該当する場合のみ入力してください。

申請が未確定

E．平成２７年度の執行状況（必須）

優良建築物型

長寿命型（長期優良住宅）

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）戸数

完了実績（竣工予定含む）棟数

完了実績（竣工予定含む）床面積

※　B.長寿命型（長期優良住宅）における経験・未経験工務店欄については、過去に地域型住宅ブランド化事業、地域型住宅グリーン化事業の長期優良住宅の補助を受けたことがある場合は
　　経験工務店欄に、受けたことがない場合は未経験工務店欄に入力してください。

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー住宅）

加算
申請

加算
申請

 Ｂ．平成２８年度における補助対象の木造住宅
　 　の申請要望戸数、地域材加算要望戸数、
　 　三世代同居対応加算要望戸数 （必須）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

申請が確実（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

申請が未確定（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限100万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

加算
申請

申請が未確定（上限100万円）

加算
申請

申請が未確定（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

加算
申請

申請が未確定（上限165万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が未確定（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

申請が確実（上限165万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が未確定（上限30万円）

加算
申請



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

23 Ⅰ - 1 株式会社東海木材相互市場 456-0033

21 Ⅰ - 2 下呂総合木材市売協同組合 509-2311

21 Ⅰ - 3 郡上森林組合 501-4223

21 Ⅰ - 4 飛騨高山森林組合 506-0102

21 Ⅰ - 5 東白川村森林組合 509-1301

Ⅰ - 6

Ⅰ - 7

Ⅰ - 8

Ⅰ - 9

Ⅰ - 10

Ⅰ - 11

Ⅰ - 12

Ⅰ - 13

Ⅰ - 14

Ⅰ - 15

Ⅰ - 16

Ⅰ - 17

Ⅰ - 18

Ⅰ - 19

Ⅰ - 20

Ⅰ - 21

Ⅰ - 22

Ⅰ - 23

Ⅰ - 24

Ⅰ - 25

Ⅰ - 26

Ⅰ - 27

Ⅰ - 28

Ⅰ - 29

Ⅰ - 30

Ⅰ - 31

Ⅰ - 32

Ⅰ - 33

Ⅰ - 34

Ⅰ - 35

Ⅰ - 36

Ⅰ - 37

Ⅰ - 38

Ⅰ - 39

Ⅰ - 40

Ⅰ - 41

Ⅰ - 42

Ⅰ - 43

Ⅰ - 44

Ⅰ - 45

Ⅰ - 46

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

電話番号

0528811551愛知県名古屋市熱田区花表町21番1号

構成員
番号

所在地

Ⅰ．原木供給 5

岐阜県下呂市乗政字暮石122番地の2 0576263202

岐阜県郡上市八幡町稲成525番地7 0575671133

岐阜県高山市清見町三日町187番地1 0577682221

岐阜県加茂郡東白川村越原46-1 0574782009



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

電話番号
構成員
番号

所在地

Ⅰ．原木供給 5

Ⅰ - 47

Ⅰ - 48

Ⅰ - 49

Ⅰ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

21 Ⅱ - 1 有限会社倉地製材所 509-2506

21 Ⅱ - 2 飛騨高山森林組合 506-0102

24 Ⅱ - 3 株式会社オオコーチ 515-0063

21 Ⅱ - 4 株式会社丸七ヒダ川ウッド 509-0403

21 Ⅱ - 5 株式会社山共 509-1301

21 Ⅱ - 6 東濃ひのき製品流通協同組合 509-1113

21 Ⅱ - 7 東白川製材協同組合 509-1302

Ⅱ - 8

Ⅱ - 9

Ⅱ - 10

Ⅱ - 11

Ⅱ - 12

Ⅱ - 13

Ⅱ - 14

Ⅱ - 15

Ⅱ - 16

Ⅱ - 17

Ⅱ - 18

Ⅱ - 19

Ⅱ - 20

Ⅱ - 21

Ⅱ - 22

Ⅱ - 23

Ⅱ - 24

Ⅱ - 25

Ⅱ - 26

Ⅱ - 27

Ⅱ - 28

Ⅱ - 29

Ⅱ - 30

Ⅱ - 31

Ⅱ - 32

Ⅱ - 33

Ⅱ - 34

Ⅱ - 35

Ⅱ - 36

Ⅱ - 37

Ⅱ - 38

Ⅱ - 39

Ⅱ - 40

Ⅱ - 41

Ⅱ - 42

Ⅱ - 43

Ⅱ - 44

Ⅱ - 45

Ⅱ - 46

Ⅱ．製材・集成材・合板製造 7

岐阜県下呂市萩原町羽根408番地 0576521876

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

0574722577

岐阜県高山市清見町三日町187番地1 0577682221

三重県松阪市大黒田町472番地 0598261551

0574782118

岐阜県加茂郡七宗町中麻生781-3 0574482201

岐阜県加茂郡東白川村越原976-10 0574782516

岐阜県加茂郡白川町三川1539

岐阜県加茂郡東白川村神土2594-1



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅱ．製材・集成材・合板製造 7

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅱ - 47

Ⅱ - 48

Ⅱ - 49

Ⅱ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

23 Ⅲ - 1 株式会社東海木材相互市場 456-0033

23 Ⅲ - 2 株式会社山西 460-0012

23 Ⅲ - 3 中村木材株式会社 491-0866

23 Ⅲ - 4 株式会社サンコー 454-0873

23 Ⅲ - 5 株式会社ＨＩＫＡＲＩ 467-0855

21 Ⅲ - 6 東濃ひのき製品流通協同組合 509-1113

21 Ⅲ - 7 株式会社佐合木材 505-0034

Ⅲ - 8

Ⅲ - 9

Ⅲ - 10

Ⅲ - 11

Ⅲ - 12

Ⅲ - 13

Ⅲ - 14

Ⅲ - 15

Ⅲ - 16

Ⅲ - 17

Ⅲ - 18

Ⅲ - 19

Ⅲ - 20

Ⅲ - 21

Ⅲ - 22

Ⅲ - 23

Ⅲ - 24

Ⅲ - 25

Ⅲ - 26

Ⅲ - 27

Ⅲ - 28

Ⅲ - 29

Ⅲ - 30

Ⅲ - 31

Ⅲ - 32

Ⅲ - 33

Ⅲ - 34

Ⅲ - 35

Ⅲ - 36

Ⅲ - 37

Ⅲ - 38

Ⅲ - 39

Ⅲ - 40

Ⅲ - 41

Ⅲ - 42

Ⅲ - 43

Ⅲ - 44

Ⅲ - 45

Ⅲ - 46

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く） 7

愛知県一宮市城崎通6丁目24番地 0586721291

愛知県名古屋市熱田区花表町21番1号 0528811551

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

愛知県名古屋市中区千代田2-1-13 0522615460

愛知県名古屋市中川区上高畑2丁目23番地 0523513154

愛知県名古屋市瑞穂区桃園町3番地23号 0528228761

岐阜県加茂郡白川町三川1539 0574722577

岐阜県美濃加茂市古井町下古井450-1 0574263111



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く） 7

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅲ - 47

Ⅲ - 48

Ⅲ - 49

Ⅲ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

23 Ⅳ - 1 株式会社山西 460-0012

23 Ⅳ - 2 中村木材株式会社 491-0866

25 Ⅳ - 3 ポラテック西日本株式会社 520-3405

22 Ⅳ - 4 ポラテック富士株式会社 417-0801

23 Ⅳ - 5 中国木材株式会社名古屋プレカット部 498-0066

21 Ⅳ - 6 株式会社佐合木材 505-0034

23 Ⅳ - 7 株式会社ケー・エイチ・ケー 480-0141

Ⅳ - 8

Ⅳ - 9

Ⅳ - 10

Ⅳ - 11

Ⅳ - 12

Ⅳ - 13

Ⅳ - 14

Ⅳ - 15

Ⅳ - 16

Ⅳ - 17

Ⅳ - 18

Ⅳ - 19

Ⅳ - 20

Ⅳ - 21

Ⅳ - 22

Ⅳ - 23

Ⅳ - 24

Ⅳ - 25

Ⅳ - 26

Ⅳ - 27

Ⅳ - 28

Ⅳ - 29

Ⅳ - 30

Ⅳ - 31

Ⅳ - 32

Ⅳ - 33

Ⅳ - 34

Ⅳ - 35

Ⅳ - 36

Ⅳ - 37

Ⅳ - 38

Ⅳ - 39

Ⅳ - 40

Ⅳ - 41

Ⅳ - 42

Ⅳ - 43

Ⅳ - 44

Ⅳ - 45

Ⅳ - 46

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅳ．プレカット 7

滋賀県甲賀市甲賀町隠岐2403-17 0748886551

愛知県名古屋市中区千代田2-1-13 0522615460

愛知県一宮市城崎通6丁目24番地 0586721291

愛知県弥富市楠3-33 0567686131

岐阜県美濃加茂市古井町下古井450-1 0574263111

愛知県丹羽郡大口町上小口1丁目2番地 0587956611

静岡県富士市大淵字元篤3800-7 0545371192



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅳ．プレカット 7

Ⅳ - 47

Ⅳ - 48

Ⅳ - 49

Ⅳ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅴ＞

○ ○

13 Ⅴ - 1 住生活空間株式会社 160-0023 ○

21 Ⅴ - 2 woodsman建築設計事務所 500-8359 ○

21 Ⅴ - 3 株式会社岩田建築事務所 501-1144 ○

23 Ⅴ - 4 ポラテック西日本株式会社一級建築士事務所 464-0025 ○

Ⅴ - 5

Ⅴ - 6

Ⅴ - 7

Ⅴ - 8

Ⅴ - 9

Ⅴ - 10

Ⅴ - 11

Ⅴ - 12

Ⅴ - 13

Ⅴ - 14

Ⅴ - 15

Ⅴ - 16

Ⅴ - 17

Ⅴ - 18

Ⅴ - 19

Ⅴ - 20

Ⅴ - 21

Ⅴ - 22

Ⅴ - 23

Ⅴ - 24

Ⅴ - 25

Ⅴ - 26

Ⅴ - 27

Ⅴ - 28

Ⅴ - 29

Ⅴ - 30

Ⅴ - 31

Ⅴ - 32

Ⅴ - 33

Ⅴ - 34

Ⅴ - 35

Ⅴ - 36

Ⅴ - 37

Ⅴ - 38

Ⅴ - 39

Ⅴ - 40

Ⅴ - 41

Ⅴ - 42

Ⅴ - 43

Ⅴ - 44

岐阜県岐阜市六条北三丁目2-12-1 09042598599

岐阜県岐阜市東改田再勝58-1 0582342113

愛知県名古屋市千種区桜が丘294第17オオタビル2階 0527882700

東京都新宿区西新宿3-2-26立花新宿ビル8階 0369110288

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

県
番号

省エネ
講習

修了済

Ⅴ．設計 4

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅴ＞
＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

県
番号

省エネ
講習

修了済

Ⅴ．設計 4

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号

Ⅴ - 45

Ⅴ - 46

Ⅴ - 47

Ⅴ - 48

Ⅴ - 49

Ⅴ - 50

※）

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

「省エネ講習修了済」欄は、修了済の場合○印を入力してください。また「省エネ講習受講予定」欄は、予定の場合○印を入力してください。



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

13 Ⅵ - 1 11809 住生活空間株式会社 160-0023 ○

23 Ⅵ - 2 16135 反中建設 492-8215 ○

21 Ⅵ - 3 14406 有限会社中島建築 502-0006 ○

23 Ⅵ - 4 16132 恒川建築 492-8435 ○

21 Ⅵ - 5 14487 加藤建築 501-0235 ○

21 Ⅵ - 6 14387 大工加藤建築株式会社 501-6011 ○

Ⅵ - 7

Ⅵ - 8

Ⅵ - 9

Ⅵ - 10

Ⅵ - 11

Ⅵ - 12

Ⅵ - 13

Ⅵ - 14

Ⅵ - 15

Ⅵ - 16

Ⅵ - 17

Ⅵ - 18

Ⅵ - 19

Ⅵ - 20

Ⅵ - 21

Ⅵ - 22

Ⅵ - 23

Ⅵ - 24

Ⅵ - 25

Ⅵ - 26

Ⅵ - 27

Ⅵ - 28

Ⅵ - 29

Ⅵ - 30

Ⅵ - 31

Ⅵ - 32

Ⅵ - 33

Ⅵ - 34

Ⅵ - 35

Ⅵ - 36

Ⅵ - 37

Ⅵ - 38

Ⅵ - 39

Ⅵ - 40

Ⅵ - 41

Ⅵ - 42

Ⅵ - 43

Ⅵ - 44

Ⅵ - 45

Ⅵ - 46

Ⅵ - 47

Ⅵ - 48

電話番号
省エネ
講習

修了済

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

愛知県稲沢市中之庄町辻畑82番地

事業者名

省エネ
講習
受講
予定

代表者名 郵便番号 所在地

東京都新宿区西新宿3-2-26立花新宿ビル8階 0369110288

愛知県稲沢市大塚北3-37 0587325603

Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通） 6

事業者
番号

岐阜県岐阜市粟野西1丁目354-6 0582360105

0587322637

岐阜県羽島郡岐南町八剣北四丁目50 0582155600

岐阜県瑞穂市十九条368-7 0583266548

○ ○



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

電話番号
省エネ
講習

修了済

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

事業者名

省エネ
講習
受講
予定

代表者名 郵便番号 所在地

Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通） 6

事業者
番号

○ ○

Ⅵ - 49

Ⅵ - 50

※）

※）

※）

※）

※）

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

「省エネ講習修了済」欄は、修了済の場合○印を入力してください。また「省エネ講習受講予定」欄は、予定の場合○印を入力してください。



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

○ ○

13 Ⅵ - 1 11809 住生活空間株式会社 11 戸 13 戸 10 戸 10 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ ○

23 Ⅵ - 2 16135 反中建設 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡

21 Ⅵ - 3 14406 有限会社中島建築 12 戸 11 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡

23 Ⅵ - 4 16132 恒川建築 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡

21 Ⅵ - 5 14487 加藤建築 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡

21 Ⅵ - 6 14387 大工加藤建築株式会社 3 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡

0 Ⅵ - 7 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 8 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 9 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 10 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 11 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 12 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 13 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 14 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 15 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 16 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 17 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 18 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 19 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 20 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 21 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 22 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 23 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

補助金
の活用
実績

長期
優良
住宅

ゼロ
エネ
住宅

直近3年平均

構成員
番号

Ⅵ．施工-2
うち木造長期優良住宅

の実績

Ｈ27年実績

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

平成27年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績

直近3年平均 Ｈ27年実績

元請の
新築住宅供給戸数

Ｈ27年実績 直近3年平均 Ｈ27年実績

○

優良建築物の
着工床面積の実績

Ｈ27年実績 直近3年平均

うち木造認定低炭素住宅
の実績

うち木造ゼロエネ住宅
の実績

直近3年平均



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

○ ○

補助金
の活用
実績

長期
優良
住宅

ゼロ
エネ
住宅

直近3年平均

構成員
番号

Ⅵ．施工-2
うち木造長期優良住宅

の実績

Ｈ27年実績

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

平成27年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績

直近3年平均 Ｈ27年実績

元請の
新築住宅供給戸数

Ｈ27年実績 直近3年平均 Ｈ27年実績

○

優良建築物の
着工床面積の実績

Ｈ27年実績 直近3年平均

うち木造認定低炭素住宅
の実績

うち木造ゼロエネ住宅
の実績

直近3年平均

0 Ⅵ - 24 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 25 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 26 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 27 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 28 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 29 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 30 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 31 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 32 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 33 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 34 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 35 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 36 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 37 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 38 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 39 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 40 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 41 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 42 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 43 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 44 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 45 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 46 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

○ ○

補助金
の活用
実績

長期
優良
住宅

ゼロ
エネ
住宅

直近3年平均

構成員
番号

Ⅵ．施工-2
うち木造長期優良住宅

の実績

Ｈ27年実績

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

平成27年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績

直近3年平均 Ｈ27年実績

元請の
新築住宅供給戸数

Ｈ27年実績 直近3年平均 Ｈ27年実績

○

優良建築物の
着工床面積の実績

Ｈ27年実績 直近3年平均

うち木造認定低炭素住宅
の実績

うち木造ゼロエネ住宅
の実績

直近3年平均

0 Ⅵ - 47 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 48 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 49 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

0 Ⅵ - 50 0 0 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

※）

※）

 ※）

※) 直近3年平均の値は、小数点以下を四捨五入した整数で入力してください。

「被災地に該当」欄は、「施工」の事業者の主たる事業所（本店）が、「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」に基づく「特定被災区域」、または平成28年熊本地震の被災区域に存する場合
は○を付けて下さい。

「補助金の活用実績」欄は、過去に、長期優良住宅においては地域型住宅ブランド化事業・地域型住宅グリーン化事業、ゼロエネ住宅においては、住宅のゼロ・エネルギー化推進事業・地域型グリーン化事業に対する補助を
受けたことがある場合は○を付けて下さい。

県番号、構成員番号、事業者名は、様式2-2（Ⅵ施工-1）からリンクする為、入力は必要はありません。



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

21 Ⅶ - 1 瓶由株式会社 500-8401

Ⅶ - 2

Ⅶ - 3

Ⅶ - 4

Ⅶ - 5

Ⅶ - 6

Ⅶ - 7

Ⅶ - 8

Ⅶ - 9

Ⅶ - 10

Ⅶ - 11

Ⅶ - 12

Ⅶ - 13

Ⅶ - 14

Ⅶ - 15

Ⅶ - 16

Ⅶ - 17

Ⅶ - 18

Ⅶ - 19

Ⅶ - 20

Ⅶ - 21

Ⅶ - 22

Ⅶ - 23

Ⅶ - 24

Ⅶ - 25

Ⅶ - 26

Ⅶ - 27

Ⅶ - 28

Ⅶ - 29

Ⅶ - 30

Ⅶ - 31

Ⅶ - 32

Ⅶ - 33

Ⅶ - 34

Ⅶ - 35

Ⅶ - 36

Ⅶ - 37

Ⅶ - 38

Ⅶ - 39

Ⅶ - 40

Ⅶ - 41

Ⅶ - 42

Ⅶ - 43

Ⅶ - 44

Ⅶ - 45

Ⅶ - 46

Ⅶ - 47

Ⅶ - 48

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

岐阜県岐阜市安良田町2丁目3番地1 0582645101

Ⅶ．木材を扱わない流通 1



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅶ．木材を扱わない流通 1

Ⅶ - 49

Ⅶ - 50

※）

※）

※）

※）

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

21 Ⅷ - 1 住生活空間株式会社 502-0082

21 Ⅷ - 2 株式会社池田製畳 500-8288

Ⅷ - 3

Ⅷ - 4

Ⅷ - 5

Ⅷ - 6

Ⅷ - 7

Ⅷ - 8

Ⅷ - 9

Ⅷ - 10

Ⅷ - 11

Ⅷ - 12

Ⅷ - 13

Ⅷ - 14

Ⅷ - 15

Ⅷ - 16

Ⅷ - 17

Ⅷ - 18

Ⅷ - 19

Ⅷ - 20

Ⅷ - 21

Ⅷ - 22

Ⅷ - 23

Ⅷ - 24

Ⅷ - 25

Ⅷ - 26

Ⅷ - 27

Ⅷ - 28

Ⅷ - 29

Ⅷ - 30

Ⅷ - 31

Ⅷ - 32

Ⅷ - 33

Ⅷ - 34

Ⅷ - 35

Ⅷ - 36

Ⅷ - 37

Ⅷ - 38

Ⅷ - 39

Ⅷ - 40

Ⅷ - 41

Ⅷ - 42

Ⅷ - 43

Ⅷ - 44

Ⅷ - 45

Ⅷ - 46

Ⅷ - 47

Ⅷ - 48

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号

岐阜県岐阜市長良東1-29　 0582965622

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種 2

岐阜県岐阜市中鶉2丁目16番1 0582750770



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種 2

Ⅷ - 49

Ⅷ - 50

※）

※）

※）

※）

郵便番号は、ハイフンありで半角入力してください。　例：123-4567

電話番号は、ハイフンなしで半角入力してください。　例：0123456789

県番号は、県番号のワークシートを参照してください。

適用申請書記載事項確認念書の内容を正確に転記して下さい。事業者名については、（株）や（有）等の略号は用いず、正式な法人名を記入して下さい。



＜様式３－１＞

年

◎、○
記入欄

◎

◎

◎

◎

◎、○
記入欄

a
①-1 用材の寸法規格化 □ ■ ◎

①-2 使用建材の統一 □ ■ ◎

①-3 標準仕様の設定 □ ■ ◎

②-1 建材・資材調達の共同化 □ ■ ◎

②-2 調達事務の合理化 □ ■ ◎

③
生産の合理化等に向けた
検討委員会等の設置 □ ■ ○

④
生産の合理化等に向けて
事務局が果たす役割 □ ■ ○

b.
①

グループの信頼性向上に
向けた施工基準 □ ■ ◎

②
グループの信頼性向上に 
向けた検査ルール □ ■ ◎

③
グループの信頼性向上に
向けた見積・積算のルー
ル

□ ■ ○

④
グループの信頼性向上に
向けたその他の具体的取
組

□ ■ ◎

◎

※）

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ぎふの杉を使う小さな家 岐阜県全域、愛知県

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動 2012

３．過去のグリーン化事業採択グループ番号（必須） 02-0684-0493
４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅）の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ア．特徴ある地域型住宅の目標設定

【平成28年度対応方針】

①地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の重視する性能

岐阜県の平野部・東濃・西濃地域、愛知県西部は、全国的に見ても夏の気温が非常に高い。逆に冬は太平洋側の大都市圏の中では降雪
も比較的多く、「伊吹おろし」と言われる北西の強風が寒さを際立たせる。
上記から、夏は日差しを遮り、風通しを良く、冬は日差しを取り入れつつ、しっかりとした断熱で暖かく過ごせるような家が求められる。
具体的には、軒の出や庇をしっかりと設けながらも開口部を適切に配置し、断熱も確実に省エネ等級の4の基準を満たすことが必要であ
る。

②地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の建て方や様式

当グループの活動エリアでは、「本屋普請」といわれる切妻・入り母屋の屋根形状、どっしりとした安定感のある見た目の木造住宅が伝統的
に建てられている。そういったベーシックな住宅のシルエット、イメージを壊さないようにしたい。
具体的には箱型のモダンデザイン、奇抜かつ複雑すぎる形状の家は避けることとする。

③地域の気候・風土等に根差した
　 地域型住宅のデザインルール

当グループでは地域の特徴を活かし良い街並み形成のために岐阜の美しい杉を活かした飽きないシンプルなデザイン（素材は地域の王道
に沿い、デザインは伝統を新たに発展させる）とし、誰もが手にできる暮らしやすいコンパクトな家を提案する。
木素材を見せる（梁柱、床材）部分、木を見せない（壁・天井は塗りなどで仕上げる）部分のバランスを重視する。どちらかが極端かつ不自
然に多いとデザイン的なバランスが崩れ、素材を逆に活かせていないように見えるので注意する。

④ ①～③の背景

当グループが家づくりを行うエリアでは、市街地では低層狭小な木造住宅が多い。ごく一部では伝統的な地域では美しい町屋が存在（高山
市・美濃市・岐阜市など）するが、郊外では主に大手メーカーやビルダーによる住宅開発が進み、性能重視の画一的で特徴のない街並みを
形成しているとともに、デザインも性能も持続性のないものが多い。そんな地域の町並みに一石を投じたいと考えると共に、その過程で家
づくりに関わる人すべてが「楽しめる」「考える・造る・住む意義を感じる」家づくりを目指したい。

⑤その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　　のルール・目標があれば記入
       してください。

イ．効率的な住宅生産体制の整備

【平成28年度対応方針】

行っていない 行っている→ 内容：

左記の仕様が網羅された仕様表があるのでそれを必ず使うこと。
（例：架構材4寸材、その他羽柄材等も基準あり）

行っていない 行っている→ 内容：

資材発注リスト、仕入表を各案件で統一することで8割程度の材料が共有・共通使用する
ことができると考える。発注作業も大幅に減らせる。残る2割程度の資材はその家の特徴
につながるので積極的にその家独自の良い案を出していけるようにする。

行っていない 行っている→ 内容：

左記の仕様が網羅された仕様表があるのでそれを必ず使うこと。
（ただし、上記の通りその家独自の取り組みを阻害するものではない）

行っていない 行っている→ 内容：

上記発注リストの使用状況を定期的にチェックする。クラウド等を利用して誰もがそれぞれ
の案件の発注リストデータにアクセスできるようにし、常に最新の素材、そしてアイデアが
見れるようにする。古い情報はこの場合不都合を及ぼすので、月に一度程度不要な資材
を製品名等具体的に挙げ、周知する体制をとる。

行っていない 行っている→ 内容：

①-2のとおり、資材発注リストを事務局で作成し、それの共有により、調達作業の合理化
をはかり、業務を減らす。

行っていない 行っている→ 内容： 事務局が主体となり、定期的に会議を開催する。

ない ある　 → 内容：

基準策定、運用による改善点の拾い出し等重要である。

ない ある　 → 内容：
工程表、設計図面、施工図等必要図書基準を整備する。
特に施工図についてはチェックリストを必ず使用し、現場ごとにブレが出ないようにする。

ない ある　 → 内容： 検査チェックシートの活用、他現場の監督等現場熟練者による第3者チェックを行う。

ない ある　 → 内容：
仕様表/積算書式を統一する。
仕様パターン、仕様等の提案システムの構築を行う。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある　 → 内容：
顧客の要望をしっかりと応える。特に変更要望には積極的に応じる姿勢が肝心。
現場内はもとより顧客ともコミュニケーションを最重視し、メリット/デメリットを隠さず素直に
説明すること。

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

上記のような日々の活動を、ブログやSNS等でどんどん紹介する。



＜様式３－２＞

年

◎、○
記入欄

a ① 住宅履歴情報の蓄積

①-1 内容・蓄積の共通ルール □ ■ ◎

①-2 情報サービス機関の活用 ■ □ ○

①-3 履歴情報蓄積の確認手法 □ ■ ◎

② メンテナンス基準の整備

②-1 点検の共通ルール □ ■ ◎

②-2 補修の共通ルール □ ■ ○

②-3 点検補修実施の確認手法 □ ■ ◎

③ 住まいの管理

③-1 住まい管理勉強会の実施 ■ □ ○

③-2 DIY体験会等の実施 □ ■ ◎

③-3 その他の相談会等の実施 □ ■ ○

④ 維持管理委員会等の設置 □ ■ ○

⑤ その他の維持管理の手法 □ ■ ◎

b
①

グループ構成員の倒産廃業
時のバックアップルール □ ■ ○

②
過去の瑕疵内容等に学ぶ
勉強会の実施 □ ■ ○

◎、○
記入欄

a
①

未経験工務店等への施工
技術研修会等の開催 □ ■ ◎

②-1
品質管理のための共通
ルール □ ■ ◎

②-2
上記共通ルールが守られ
ていることの確認手法 □ ■ ◎

③-1 需給計画の策定 □ ■ ◎

③-2
技術力向上のための中長
期的な計画 □ ■ ◎

④
③に基づく業種ごとの合理
化の取組 □ ■ ○

b
①-1

省エネ技術講習会への施
工事業者社員の参加人数 ○

①-2
省エネ技術講習会への請
負技能者等の参加人数 ○

②
省エネ技術講習会への参
加促進のための取組 □ ■ ○

ｃ
① 新たな技術等の導入 □ ■ ○

② 新たな技術等の開発 □ ■ ◎

※）

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ぎふの杉を使う小さな家 岐阜県全域、愛知県

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） 02-0684-0493
４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ウ．長期にわたる住宅メンテナンス体制の整備

【平成28年度対応方針】

ない ある  → 内容：

・書式はあくまで紙とし、専用リングファイルをつくり、エンドユーザーは何かあればそれを見ればわ
かるようにしておく。
・竣工後1年間は半年ごと、その後15年間は年１回点検を行う。その時期と、点検に来たことが分か
る押印欄のある書式とする。
・内外装、躯体、建具、設備等全35の点検項目をまとめた書式とする。点検時にエンドユーザー工
務店それぞれ１部保管する。

ない ある  → 内容：
外部サービスを必要とはしていないため、活用しない。
履歴の蓄積はシンプルなほど確実であり（顧客が①-1書式を各権利書類と同等に保存する）、顧
客・施工者以外の機関が安易に入るべきではないと考える。

ない ある  → 内容： ①-1の書式により確認する。

ない ある  → 内容：
定期あるいは期日を設け上記①様式で点検する。設備等を交換することを強制することはしない。
不必要な出費を安易にさせるのはお互いに不本意である。

ない ある  → 内容：
追加工事や交換の必要性があるものは丁寧に説明し、理解を得た上で工事を承ることとする。
他現場等で起きているメンテナンス工事を時期と内容を共有化し、的確なアドバイスを行う。

ない ある  → 内容：
竣工年月別のデータベースを作成、年間点検カレンダー（兼チェック表）を作成し、
点検を確実に実施する。

ない ある  → 内容：

ない ある  → 内容：
フローリング材等を活用した家具作り教室を行う。単なる残材活用的なものではなく、
デザインに特化した価値のある特別な家具作りを行う。（2016/3/26に実施、盛況だった）

ない ある  → 内容：
③-1のように勉強会形式ではなく、個別の点検時に家の管理具合をチェックするとともに不具合や
疑問点等をヒアリングする。そしてその顧客に合った維持管理方法やDIY事例を紹介する。

ない ある  → 内容：
定期に開催される会議にて各戸の訪問時の顧客の不具合・質問等を拾い上げた
データベースを作成する。

ない ある  → 内容：
維持管理は住む方次第であり、原理としては個別アドバイスが第一優先であると考える。
手間はかかるが、点検訪問時に各所の維持を丁寧にアドバイスする。

ない ある  → 内容：
・各施工構成員が登録する保険業者において完成保証等に対応できるよう登録をする。
・維持管理について前述の点検書式と点検の実施に対する理解を深め、万一の際にもグループ構
成員会社がそれを引き継ぎ、スムーズに点検・メンテナンス体制を維持できるようにする。

ない ある  → 内容：
・上記④と共通化し「現場気づきリスト」の策定を行っている。
毎月設計・現場ごとにデータベース化。

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入

エ．グループの技術力の向上

【平成28年度対応方針】

ない ある  → 内容：
施工事例の紹介や設計方法の詳しい説明、申請、施工の注意点についての研修会を行う。またこ
れらを事務局が補助できることも説明する。前項までの共有データ構築含めての作業、会議招集、
議長および議事取りまとめを事務局が行うこととする。

ない ある  → 内容：
4.ｲ.a.①-2様式の書式等を活用してブレのない品質の仕入れ、
4.ｲ.b.①及び②の現場運営の書式活用、検査体制の実施を行う。

ない ある  → 内容：
プレカット承認時、毎月の各下請からの請求時などこの書式を添付したうえで決裁することにより、
書式の運用をチェックする

ない ある  → 内容：
今後の税制などの政策や市場動向から受注の先行きは読みにくいが、人員計画および実績から具
体的な予測及び目標棟数を策定。

ない ある  → 内容：
建築士や施工管理技士等の資格取得を推進する。また「こだわった家づくり」に興味が持って
もらえるよう、最新の建築知識や顧客のニーズを敏感に捉え、真摯に取り組む。

内容： 研修会の案内を回覧する

ない ある  → 内容： 顧客紹介、資格学校紹介、セミナー紹介など随時情報回覧する。

昨年度までの終了者
数

今年度の参加目標人数3

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある  → 内容：
複数現場での施工しながらの職人交流をし、無駄がなく、かつ美しい納まりを研究する。
施工現場の業者向け見学会を実施

ない ある  → 内容：
顧客に「モニター制度」と説明して、実験に参加していただく。
特に床下を利用した空調等室内環境設備については様々なものを試していきたい。

2

昨年度までの終了者
数

2 今年度の参加目標人数 2

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

ない ある  →



＜様式３－３＞

年

◎、○
記入欄

a

①
地域材利用に関する共通
ルール（必須） ◎

②
地域材利用の1棟当たりの
割合（必須） □ □ □ ■

□ ■

□ ■

□ ■

■ □

■ □

□ ■

④
地域材の流れ（フロー図）
などグループの取組に関
する補足説明

b ①-1 地域材在庫把握の仕組 □ ■ ◎

①-2 地域材価格の共有の仕組 □ ■ ◎

②
グループ全体における地
域材の需給予測 □ ■ ◎

c ①-1 畳の活用 □ ■ ◎

①-2 和瓦の活用 □ ■ ◎

①-3 襖の活用 □ ■ ◎

①-4 障子の活用 □ ■ ◎

②-1
その他地域の伝統的な素
材の活用 □ ■ ◎

②-2
その他地域の伝統的な意
匠の活用 □ ■ ◎

d ①
地域の伝統的なデザイン
を継承する取組 □ ■ ◎

②
地域の住まい方の継承に
つながる取組 □ ■ ◎

③
地域の街並み形成へ寄与
する取組 □ ■ ◎

④
和の住まいの要素を取入
れた取組 □ ■ ◎

◎

◎、○
記入欄

◎

◎

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ぎふの杉を使う小さな家 岐阜県全域、愛知県

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
                                                                                    ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

オ．地域の産業・住文化・景観等への寄与

【平成28年度対応方針】

02-0684-0493

・構造材（柱・梁・桁・母屋・小屋束・土台）はぎふ証明材/ぎふ性能表示材を使用する。
・４寸材使用、柱はスギまたはヒノキ、梁桁母屋はスギ、土台はヒノキを使用する。

10％未満 10％以上 50％以上 80％以上

梁・桁等の横架材等： 使用していない

羽柄材
③

標準的な地域材の使用部
位 （必須）

土台： 使用していない

柱： 使用していない

間柱、根太、垂木等： 使用していない

造作材 枠材、廻縁等： 使用していない

◎

板材 壁板、床板等： 使用していない

ない ある  → 内容： 流通およびプレカット業者から発行される定期書類にて在庫状況を把握する

ない ある  → 内容： 流通およびプレカット業者から発行される定期書類にて価格変動状況を把握する

行っていない 行っている→ 内容：
当グループによる施工棟数自体は少ないため、市場に影響をあたえるものではないが、
業界として供給が滞りがないか上記業者からの定期書類には注視している。

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数（１畳換算）50枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数：70坪

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数（3×6換算）　40枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数（3×6換算）　40枚

行っていない 行っている→ 内容：
美濃和紙、東濃地域のタイル、飛騨地方の家具などほぼすべての家において活用してい
る。

行っていない 行っている→ 内容： 顧客の好みもあるが、「うだつ」や「本屋普請」のイメージを踏襲する。

行っていない 行っている→ 内容：
プラン作成前に現地調査を行い、近隣とのデザイン特徴とともに提案するよう心がけてい
る。

行っていない 行っている→ 内容：
顧客に聞ける範囲ではあるが、近隣との関わりや、顧客の親類関係等バックボーンを知
ることや、土地や建物の継承の仕方など含めて、顧客の人生に寄り添えるような住まい
方を提案するよう心がけている。

行っていない 行っている→ 内容： 会議でその家を計画する地域に自然に溶け込むデザインについての議論を行っている。

行っていない 行っている→ 内容： 地場の素材を多く使い、屋根勾配、開口部、外壁素材をうまくセレクトしている。

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

私たちは、地域の家づくりが、単なる懐古主義的な家や先進的あるいは保守的デザインについて正悪の極論に偏らないようにすることで
あると考える。私たちはアーティストではなくプロダクトデザイナーであるので、あくまで顧客の要望や嗜好を上手くくみ取ることが一番の重
要ポイントである。デザインの押し付けにならず、かつ家の形状や開口部配置などバランスよくセンス良く提案していきたい。顧客へのプレ
ゼン前に平面プランと外観デザインについては日頃から議論を交わす活動をしている。

カ．その他

【平成28年度対応方針】

東日本大震災の復興に資する取組

3.11に近い朝礼や定期会議等では黙祷、被災地の現状、福島原発の現状をメディアの切り抜き等を用いて話し合いの場を設けるようにし
ている。
また「買って支援」はもとより、遠方ではあるが「観光に行って支援」できる時期になりつつあるので積極的にグループ内で啓発していきた
い。

平成28年熊本地震の復興に資する取
組

まだまだ被害状況も正確ではなく、余震も収束していないので単純に「直接行く」支援は難しい。東北のように被災状況の共有も行ってい
きたい。九州には木材の産地でもあるし、家具産地でもあるので「買って支援」を積極的に活用していきたいと考える。

使用している

使用している

使用している

使用している

使用している

使用している

主要構造材

Ⅰ．原木供給者

Ⅱ．製材事業者

Ⅲ．建材（木材）流通

Ⅳ．プレカット

Ⅶ．木材以外の流通

Ⅷ．その他

街並み向上

サイクル

Ⅴ．設計

Ⅵ．施工

良質な材料供給

森や木についての情報

デザインと木について

家の完成形をフィードバック

Ⅰ．原木供給者 ぎふ証明材認定事業者

Ⅱ．製材事業者 ぎふ証明材認定事業者

Ⅳ．プレカット ぎふ証明材認定事業者

ぎふ証明材

Ⅲ．流通 Ⅶ．木材以外の流通 Ⅷ．その他

Ⅴ．設計

Ⅵ．施工

ぎふ証明材

ぎふ証明材
ぎふ証明材

チェック

設計・工事監理

ぎふ証明材

チェック



＜様式３－４＞

年

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（高度省エネ型・優良建築物型のみ）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ぎふの杉を使う小さな家 岐阜県全域、愛知県

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み

キ．グループが取組む木造住宅・建築物の特徴
　※この項目は、高度省エネ型、優良建築物型を申請するグループのみ記入してください。 
　※申請に係る認定低炭素住宅、性能向上計画認定住宅、ゼロ・エネルギー住宅、優良建築物の性能や特徴等について記入してください。

私たちは、下記のコンセプトを中心にして、地域にとって長く残る家を造っていきたい、と願っています。
その願いのもと、事務局会社を中心として平成21年度より長期優良住宅制度にいち早く対応した木造住宅を造ってまいりました。
このコンセプトのもと、木を活かしたデザイン性やプランの柔軟性はそのままに、低炭素建築物・性能向上計画の基準（外皮の熱性能、一次エネルギー消費量、選択的項目）を規定通り
クリアした家を提供していきます。これまでの長期優良住宅認定だけにとどまらず、低炭素建築物・性能向上計画認定を受けることを目指すことで、住宅取得者にむけての制度の情報発
信、顧客それぞれの希望に応じた選択肢を充実させ、良質かつ環境に配慮した家づくりを引き続き行ってまいりたいと思います。当グループはまだまだ愛知・岐阜地域では小さいグルー
プですが、これまでの地道な活動で地域の認知は確実に広がっていると感じています。これからも確実な社会貢献を目指して努力していきます。

02-0684-0493



北海道 1
青森 2
岩手 3
宮城 4
秋田 5
山形 6
福島 7
茨城 8
栃木 9
群馬 10
埼玉 11
千葉 12
東京 13
神奈川 14
新潟 15
富山 16
石川 17
福井 18
山梨 19
長野 20
岐阜 21
静岡 22
愛知 23
三重 24
滋賀 25
京都 26
大阪 27
兵庫 28
奈良 29
和歌山 30
鳥取 31
島根 32
岡山 33
広島 34
山口 35
徳島 36
香川 37
愛媛 38
高知 39
福岡 40
佐賀 41
長崎 42
熊本 43
大分 44
宮崎 45
鹿児島 46
沖縄 47

県番号



地域型住宅グリーン化事業　グループ募集　　提出書類チェックリスト

2012 年

４．グループ代表者の構成員番号（必須）

-

７．グループ事務局の構成員番号（必須）

９．グループ事務局事業者所在地（必須）

11．グループ事務局事業者FAX（必須）

13．グループ事務局担当者名（必須）

※）

CD-R（提出書類全ての電子ファイルを格納したもの）

・適用申請書のExcel形式の全データを格納してく
　ださい。
・確認念書については、必要ありません。
・格納した電子データが提出書類と同一のものであ
　ることを確認してください。

様式４－１
様式４－２

・必要事項は全て記載されていますか。
・全構成員分が添付されていますか。
・押印は代表者印ですか。
・正本は原本ですか。
・本社所在地は登記簿記載と一致していますか。
・施工事業者は本社を記載していますか。

４）　CD-R

２）　グループの概要やグループの意志決定の方法が確認できる書類

グループ
記入欄

評価事務局
記入欄提出書類 提出に当たっての留意点

種類：

３）　グループ構成員の適用申請書記載事項確認念書 グループ
記入欄

評価事務局
記入欄提出書類 提出に当たっての留意点

グループ
記入欄

評価事務局
記入欄

提出書類 提出に当たっての留意点

定款・規約 ・グループの趣旨・目的、代表の選出方法、事務局
　の役割などが分かるものですか。
・過去ブランド化事業、グリーン化事業で採択された
　グループにおいて、最終的に提出されたものから
　変更がない場合、「変更なし」と記入してください。

変更なしその他（書類の種類を以下に記載）

様式３－２（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

様式３－３（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

様式５－１＿ゼロエネ基準（提案住宅の概要）

別添様式（Ｈ２８、Ｈ２５省エネ基準）

様式２－２（Ⅶ）木材を扱わない流通

様式２－２（Ⅷ）Ⅰ～Ⅶ以外（畳・瓦・襖等）

様式５－２＿ゼロエネ基準（調査設計計画費・効果の検証
　　　　　　　　　　　　　等に要する費用の内容と理由）

様式３－１（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

様式３－４（高度省エネ型・優良建築物型のみ）

様式１（表紙）

・記載事項に漏れはありませんか。
（特に「必須」事項について）
・様式１の代表者の押印は代表者印ですか。
・様式１の正本は押印された原本ですか。
・事業者名は株式会社など(株)等に簡略化してない
　ですか。
・制度を運用するのに必要な全業種に認証を受けて
　いる事業者は含まれてますか。

様式２－１＜地域型住宅の生産体制＞（共通）

様式２－２（Ⅰ）原木供給（共通）

様式２－２（Ⅱ）製材・集成材・合板製造（共通）

様式２－２（Ⅲ）建材流通（木材）（共通）

様式２－２（Ⅳ）プレカット（共通）

様式２－２（Ⅴ）設計（共通）

様式２－２（Ⅵ-1）施工-1（共通）

様式２－２（Ⅵ-2）施工-2（共通）

グループ記入欄（提出する書類等に「レ」印、該当しない場合は「／」印をご記入下さい。）

グループ
記入欄

評価事務局
記入欄１）　適用申請書

提出書類 提出に当たっての留意点

10．グループ事務局事業者TEL（必須） 0582965622 0582965621

12．グループ事務局担当者E-mail（必須） ohashi@hls.co.jp 大橋　義彦

６．グループ事務局事業者名（必須） 住生活空間株式会社 Ⅷ-1

８．グループ事務局郵便番号（必須） 502-0082 岐阜県岐阜市長良東1-29

３．グループ代表者名（必須） 釜田　卓 Ⅴ-1,Ⅵ-1

５．グループ代表者の所属先（必須） 住生活空間株式会社 -

1から13の項目は、様式2-1からリンクするため、入力は必要ありません。

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）

（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

ぎふの杉を使う小さな家 岐阜県全域、愛知県

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

岐阜・愛知の街並みを向上させる草の根運動


